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         「再エネ発電の出力抑制」問題を考える 

原発・石炭火力よりも再エネ発電優先に改革を 

                                            電力問題研究会第 18テーマ 

太陽光でつくった電気の受け入れを大手電力が一時的に止める

「出力制御」が急増しています。特に太陽光発電が多く、一方で

川内・玄海原発を運転している

九州では右図で報道されている

ように、過去最大に膨らんでい

ます。 

九州では、再エネ発電事業者

の収入が半減した人もいます。 

 

 

2024年はもっとヒドくなる 

    電力工学の技術的な見地では、「出力制御、出力抑制は」は上記理由で、常に行われています。 

   

なぜ、こういう事態が起きているのかを考え、解決策する方向をめざしましょう。 

原発や火力発電をベースロードとする日本の悲劇 

経産省によれば、2023年度の再エネ発電の出力抑制は東京電力以外の全地域で実施され、17．6億㎾アワーの見込みです。 

NPO 法人自然エネルギー市民の会は「約 41 万世帯の電力年間消費量に相当する。家庭での平均電気料金（１㌗アワー約２７円）

をかけると、およそ 475億円の値打ちがある」と指摘しています。 

つまり発電に必要な燃料代が不要な電力を無駄に捨てていることになります。 

 

既存の【優先給電ルール、出力抑制の指令順序】とは 

大手電力の指令にもとづきエリア全体の需給バラン スの維持が困難のとき、「発電機の出力低下への対応が
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とられる電源種」の順番を決めている。 

☆その順序は、 

①揚水発電の稼働で水の引き上げ、 

②火力発電の抑制（日没対応で一定の出力維持）、 

③他エリアへの融通送電、 

④再エネ発電のうち、１番はバイオの抑制、次に太陽光、

風力、 

⑤最後に原子力・水力・地熱、となっている。 

 

外国では、電源は公平でマーケットが決める姿となっ

ている 

☆日本は右図のよ

うに、原子力・石炭

火力発電をベース

ロード電源として

います。 

☆一方スペインの

一日の電力供給図

を見ると歴然とし

ています。経産省や

電力大手が嫌う風

力や太陽光

発電をベー

スとしてい

ます。ピーク

の調整は、水

力と天然ガ

ス発電が担

うようにし

ています。 

☆欧州連合（EU）はカーボンニュートラル化で世界をけ

ん引する存在で、太陽光発電の導入量でも上位 10 カ国

にドイツ、スペイン、イタリアと３カ国が入っています。 

 

 欧州域内全体で太陽光発電や風力発電の導入が活発

であり、必然的に出力制御も頻発する状況です。このよ

うな現状をうけて、太陽光発電の業界団体であるソーラ

ーパワー・ヨーロッパは 2023年 8月、全会員が共同で著

したとする公開書簡を EU に提出、出力制御と電力取引

市場におけるマイナス価格の影響を緩和するための解

決策を提案しました。（日経新聞 2023/12/13） 

☆ソーラーパワー・ヨーロッパは出力制御の具体的な対

策として、電力系統網の増強やデジタル化、蓄電池併設

型の太陽光発電や風力発電とのハイブリッド・プロジェ

クトの推進、需要家側と発電事業者側の両方で蓄電池や

ヒートポンプといった柔軟性資源（ Flexibility 

Resource）を最大限に活用することで、再エネ電力の余

剰が発生する時間帯に需要を増やす、いわゆる「上げ DR

（デマンドレス

ポンス＝需要応

答）」などを挙げ

ています。 

日本でも原発・

火力の「優先ルー

ル」を、再エネ発

電優先へ向けた

時代に対応する

よう改善すべき

です。 

☆しかし経産省

は右ページの記

事に有るように、

例えば九州電力

の新電気料金プ

ランの「おひさま

昼トク」を 4月か

ら導入します。

（ヒートポンプ式給湯器「エコキュート」や蓄電池、電

気自動車を利用する家庭が対象。夜間料金が割安なオー

ル電化向けプランと基本料金は同じだが、太陽光による

発電が多い午前 10時～午後 4時は 1キロワット時当た

り 12・37円（春秋）～13・47円（夏冬）とオール電化

向けプランの半額程度にする。）一方、夜間は従来より 4

円ほど高い 18・37円。九電は月額が約 1万 4000円の家

庭の場合、新プランでエコキュートの利用時間を昼間に

移せば、月 400円程度安くなると宣伝しています。 

        政府の考えは 

☆2023/12/7 参議院での共産党岩渕議員の指摘に対し、

西村大臣は次のように答えました。①私も強い問題意識

を持つ、②蓄電池の導入支援、③電気料金メニューの多

様化、④火力発電の最低出力の引き下げ、⑤地域間の連

系線の整備・増強、などで出力抑制量減少に取り組むと

答えました。しかし「原発の出力抑制はしない」「再エネ

業者の補償に関しては、大電力会社と再エネ事業者の契
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約時に“損害は補償しない”」となっていると回答しただ

けです。 

 

【原発は出力調整しない？ 出来ない？ のウソ】 

原発大国フランスは日常やっています。 

日本は、①調整のための操作が日常的に煩雑なのでや

りたくない、②出力を変えると水温が変わり、原子炉・

配管の温度が変わり、設備が早く脆化するのでやりたく

ない、③発電コストが安い原発で企業の儲けを優先させ

るため、となっています。 

関西電力の場合、2024年 1月に高浜原発１号のトラブ

ルがあったとき、すぐに出力抑制していますが、やろう

と思えば出来るのです。 

 

【京都大学大学院経済研究科、再生可能エネルギー経済

学講座】№402、「日本の出力抑制の議論は時代遅れ」  

同特任教授安田陽さんの見解（2023/11/9）について・・

当研究会の意見交換による確認 

☆「捨てるのはもったいない、使い切れず無駄にしてい

る」との声は大きいが、電力系統工学の観点からいうと

「あらゆる電源は出力抑制が常時必要」なのは常識だ。 

☆再エネ化で遅れた日本が『FIT』導入でコストが下がる

まで“国民負担”で支える制度にした。その時にリスク

対応策を考えず、今日の事態となっている。 

 

☆脱炭素社会へ向けての段階的改革の途中だという認

識にたって考えるべき。 

☆だから再エネ業者の損失補填・補償も過渡期の対策と

して取り組むべきだ。 

 

 

経産省の「対策」（2023/10/160ワーキンググループ）  

【短期対策】①発電設備のオンライン化のさらなる推

進、②全国大での火力の最低出力引き下げ（30％）へ、

③蓄電池や水電解装置、ヒートポンプによる需要創出、

④電源制御装置の設置等による関門連系線の増強、 

【中長期対策】①地域間連系線の増強、②変動再エネ

（太陽光、風力）の調整力としての活用、③価格メカ

ニズムを通じた供給・需要の調整・誘導、 

 

 

私たちの見解 

前記経産省の「短期・中長期の対策」について

は早期に具体化と実行を求めるとともに、下記の

改革事項の実現を要求します。 

 

☆地球温暖化防止へ向けた日本の立ち遅れ、その

原因となっている「原発推進のめり込み・石炭火

力依存政策」を直ちに脱却すること。（後図先進

各国の状況参照） 

 

☆「再エネ導入量の最大化」めざし、「優先給電

ルール」を見直すこと。 

 

☆電源間の公平性を確立するため、マーケット

（市場）にまかせ、メリットオーダー（限界発電

費用が少ない電源から）で選ばれるようにし、そ

の元で稼働・停止の判断をおこなうこと。 

 

☆前項の努力を行っても、なおかつ再エネ発電へ

の出力抑制が発生するなら、経済的損失を補償す

るルールをつくること。（事故の場合、混雑処理

に参加する事業者間で負担しあうルールもある） 

 

☆出力制御・抑制が、いつ、どれくらいの規模で

行われるのか、再エネ業者等にオンラインかつリ

アルタイムで情報が通知される仕組みをおこな

うこと。 

 

 

【電力が自給自足の淡路島になるには】 

一つの例として 2023/04/15・速水二郎私案 

 淡路島の電力の供給は、図のように洲本市と南淡路

市の区域には

四国電力の電

気が届いてい

ます。関西電

力からは淡路

市だけです。 

「丘陵のあ

ちこちを大規

模太陽光発電

所（メガソー
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ラー）が覆う淡路島。送配電会社の指示で、島内５カ所

に太陽光パネル（総出力５千キロワット）を保有するマ

ルショウ運輸（兵庫県南あわじ市）が発電を手動で止め

て回った。2022年 4月、関西では初めて、太陽光発電の

出力制御が淡路島で行われた。５月にかけて複数回、発

電を止めた同社の損失は数百万円分に上ったという。松

井規佐夫（きさお）社長は「こんなことが続けば、投資

に見合った収益を得られない。事業参入への意欲がそ

がれ、再生可能エネルギー（再エネ）の拡大にブレーキ

をかけてしまう」とこぼす（神戸新聞 2023/2/20 報道

より）。 

いま再生可能エネルギーによる太陽光発電や風力発

電が増え、将来は淡路島全体の自然エネルギーによっ

て電力は自給自足となるでしょう。 

淡路島の住民と自治体、そして太陽光・風力・潮力な

どの発電企業が一体となるならば、送電線・配電線の運

営管理も行うことができる筈です。ドイツのシュタッ

トベルケのように、淡路島全域の送配電設備を平和裡

に地域社会の管理運営に任せる方向へ進むべきです。 

ところで現在は「電力システム改革」の途上で関西電

力・四国電力などは地域独占から発送電分離が行われ

ていますが、持ち株会社方式まで進んだものの、送配電

会社の資産分離に抵抗して、真の改革まで到達してい

ません。だから、太陽光や風力を増やそうと努力してい

るものにとって、大きな障害が発生してきています。 

 

自然エネルギーの電気は繋がせない・関電の考え 

「淡路市における脱炭素事業」には次のように書かれ

ている。 

「進展する再エネ発電設備の導入にあたって

は、自営線による自家消費と送配電事業者を介

した託送供給とが考えられる。需要家ごとに自

家消費電源を最大限導入するものとし、市内た

め池、農地、戸建て住宅屋根にも電源を導入・

(株)ほくだんによって買取を行い、脱炭素先行

地域へ託送供給する。しかし淡路市内に（関西

電力の）14の変電所（変電所と配電塔）がある

が、その系統接続空き状況を送配電事業者に確認したと

ころ、154kV 未満区分については空き容量なし（ノンフ

ァーム型での接続も不可）という結果であった。よって

高圧での新規の再エネ系統接続は困難である」と。 

 

つまり、関西電力に接続を拒否されているのです。 
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